
２５ 医療保険制度の安定的な運営 
 
〔現況及び施策の方向〕 

本県の国民健康保険事業は，県及び 23市町並びに 4組合の 28保険者によって運営され，平成 29年度

末現在では県人口の 22.0％にあたる約 62 万 1 千人が加入しており，地域住民の健康の増進に大きく貢

献している。（平成 20年 4月から 75 歳以上の人を対象とした後期高齢者医療制度が開始されている。） 

国民健康保険事業の実施に当たっては，保険料（税）の収納促進，診療報酬明細書等点検調査の充実

による給付の適正化及び保健事業の推進に努め，国民健康保険制度の安定的な運営を図ることが必要で

ある。 
 
〔事業の内容〕 
１ 国民健康保険事業 

他の医療保険と比較して，高齢者や低所得者の構成割合が高く，経済状況の影響も受けやすい，ぜい弱

な財政基盤に加え，多様化・高度化する医療需要の増大等もあり，保険財政は厳しいものとなっている。 
各保険者は，国庫補助金，県による助成及び保険料（税）の適正賦課等によって，国民健康保険事業

の安定化に努めている。（昭和 33 年度創設） 

 
第 1表 国民健康保険被保険者数等 

                                （単位 人，円，％） 

区  分 
国民健康保険 
被 保 険 者 数       
（年度末現在） 

１ 人 当 た り 
医  療  費 

 保 険 料 （税） 
収  納  率 

平成 29年度 620,778          392,881 93.62 
平成 28年度 648,740          388,601 93.12 

平成 27年度 682,006          392,368 92.34 

（注）1人当たり医療費について，市町分は 3月～2月診療分により，組合分は 4月～3月診療分により算出している。 

        
第 2表 国保事業決算の状況 

                                             （単位 千円，団体） 

区  分 歳入総額 歳出総額 歳入歳出 
差 引 額 

左  の  内  訳 
剰 余（黒字） 不 足（赤字） 

保険者数 金  額 保険者数 金  額 
平成 29年度 349,381,174 340,343,073 9,038,101   27 9,038,101    0 0 

平成 28年度 360,063,102 352,609,836 7,453,266   27 7,453,266    0 0 

平成 27年度 375,395,139 371,214,116 4,181,023   27 4,181,023    0 0 

 

(1) 被保険者の資格の適用 

国民健康保険は，国民皆保険の下に市町及び国民健康保険組合が保険者となって，各種被用者保険

に加入していない自営業者等を対象として必要な給付を行っている。（平成 30 年 4 月から県も保険者

となっている。） 
 

第 3表 国民健康保険の適用状況 
                                        （単位 団体，世帯，人） 

区  分 保  険  者  数 
世  帯  数 被 保 険 者 数 

市 町 組  合 計 
平成 29年度     23       4       27 393,755 620,778 

平成 28年度     23       4       27 406,047          648,740 

平成 27年度     23       4       27 420,102          682,006 

    （注）年度末現在の数値による。 
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(2) 保険給付 
    被保険者の疾病及び負傷に関して療養の給付（義務教育就学前 8割，義務教育就学後 70歳未満 7割，

70歳以上 75歳未満 9・8・7割〔昭和 19年 4月 1日以前生まれの者 9割,昭和 19年 4月 2日以降生ま

れの者 8割,現役並み所得者 7割〕及び被保険者の出産，死亡等に関して出産育児一時金（404,000円

〔産科医療保障制度加入時：420,000円〕），葬祭費（20,000円～50,000円）等を支給している。 
 

第 4表 保険給付の状況 
                                           （単位 千円，％） 

区  分 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度 

療 
養 
諸 
費 

療 養 の 給 付 費              245,237,671 258,804,726 272,102,515 
療 養 費              1,954,079 2,284,313 2,579,274 
小 計              247,191,750 261,089,039 274,681,789 
対 前 年 増 加 率              ▲5.3 ▲4.9 1.3 

負 担 区 分 
保 険 者 負 担       180,978,024 190,737,634 201,205,707 
被保険者負担 55,476,210 58,112,250 59,408,653 
その他の負担 10,737,516 12,239,154 14,067,429 

高額療養費・高額介護合算療養費 23,534,650 25,176,925 25,115,150 

そ保 
の険 
他給 
の付 

出 産 育 児 一 時 金              937,679 1,052,771 1,176,583 
葬 祭 費              133,300 136,150 135,670 
傷 病 手 当 金 等              67,605 79,011 99,577 
小 計              1,138,584 1,267,932 1,411,830 

   （注）広島市，福山市を含む。 
 

第 5表 医療給付に関する諸率の状況 
                                          （単位 件，日，円） 

区  分 受 診 率 1件当たり日数 1日当たり費用額 1人当たり医療費 

平成 29年度 
広島県 1,145.11 2.04 13,209 392,881 

全 国 1,046.95 1.92 13,513 348,893 

平成 28年度 
広島県 1,141.69 2.07 12,926   388,601 

全 国 1,037.50 1.94 13,166 339,651 

平成 27年度 
広島県 1,139.27 2.10 12,680   392,368 

全 国 1,029.29 1.97 12,894 337,296 

   （注）1 受診率は，「療養の給付」の件数（薬剤支給の件数を除く。）を年間平均被保険者数で除し，100倍した数値 
     であり，被保険者 100人当たりの年間受診回数を表している。 
   （注）2 市町村分は 3 月～2 月診療分により，組合分は 4 月～3 月診療分により算出している。 
   （注）3 全国の数値は国民健康保険事業年報から引用。 

 

(3) 保険料（税）の収納 
保険者のうち市町では，保険料又は保険税のいずれかを選択（国民健康保険組合は保険料に限る。）

することができ，本県では，広島市，呉市，尾道市，大竹市が保険料，その他の市町は保険税を採用

している。 

保険料（税）は，健全財政を確保するため，医療費に見合う額を賦課するよう指導しているが，被

保険者に低所得者や無職者が多いため，医療費に見合う保険料（税）の確保は困難な状況がある。 

賦課方式は，第 6 表のとおり，ほとんどの保険者が所得割，資産割，被保険者均等割及び世帯別平

等割を賦課する方式を採用している。 

平成 29年度の 1世帯当たり保険料（税）調定額は，第 7表のとおり 161,315円となっており，前年

度に比べて 283円，0.2％の増加となった。 

なお，市町国保における低所得世帯に対しては，第 8 表のとおり保険料（税）の軽減の措置が講じ

られており，全世帯の 57.4％が軽減対象世帯である。 
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第 6表 賦課方法別市町数 
   （医療分・後期分・介護分）                             （単位 市町） 

区  分 所得割・資産割 
均等割・平等割 

所  得  割 
均等割・平等割 計 

保  険  税                 16                  3                 19 
保  険  料                  2                  2                  4 

計                 18                  5                 23 
構 成 比（％）               78.3 21.7              100.0 

     （注）平成 29年 4月 1日現在の数値による。 

  

第 7表 保険料（税）の収納状況 
（単位 千円，％，円） 

区  分 
保険料（税）額（現年度分） １世帯当たり調定額 

調 定 額 収 納 額 収 納 率 
広島県（全国） 

金  額 対前年増加率 
広 島 県 全  国 広 島 県 全  国 

平成 29年度 65,033,200 60,880,199 93.61(93.63) 161,315 167,398  0.2 0.1 

平成 28年度 67,143,733 62,522,894 93.12(93.11) 161,032 167,206  ▲0.4 0.9 

平成 27年度 69,204,177 63,900,330 92.34(92.66) 161,619 165,687  ▲1.5 ▲1.9 

（注）収納率は，居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。 
（注）なお，全国の数値は国民健康保険事業年報から引用。 

    
第 8表 低所得世帯に対する保険料（税）軽減措置実施状況 

（医療分）                                             （単位 世帯，％，人，千円） 

区  分 
7 割 軽 減 5 割 軽 減 2 割 軽 減 

世  帯  数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 
実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 

平成 30年度 107,926 28.8 139,623 24.0 59,671 15.9 104,810 18.0 47,553 12.7 84,782 14.6 
平成 29年度 110,148 28.5 143,491 23.6 59,219 15.3 105,688 17.4 48,754 12.6 88,136 14.5 
平成 28年度 112,830 28.2 148,547 23.2 59,624 14.9 108,357 16.9 49,998 12.5 92,274 14.4 

区  分 
計  

世  帯  数 被保険者数 
軽 減 額 

実 数 割合 実 数 割合 
平成 30年度 215,150 57.4 329,215 56.5 6,700,920（6,647,612） 
平成 29年度 218,121 56.5 337,315 55.4 6,840,023（6,723,576） 
平成 28年度 222,452 55.6 349,178 54.5 6,951,506（6,747,369） 
 
（後期分）                                              （単位 世帯，％，人，千円） 

区  分 
7 割 軽 減 5 割 軽 減 2 割 軽 減 

世  帯  数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 
実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 

平成 30年度 107,926 28.8 139,623 24.0 59,671 15.9 104,810 18.0 47,553 12.7 84,782 14.6 
平成 29年度 110,148 28.5 143,491 23.6 59,219 15.3 105,688 17.4 48,754 12.6 88,136 14.5 
平成 28年度 112,830 28.2 148,547 23.2 59,624 14.9 108,357 16.9 49,998 12.5 92,274 14.4 

区  分 
計  

世  帯  数 被保険者数 
軽 減 額 

実 数 割合 実 数 割合 
平成 30年度 215,150 57.4 329,215 56.5 2,104,762（2,088,145） 
平成 29年度 218,121 56.5 337,315 55.4 2,071,534（2,036,611） 
平成 28年度 222,452 55.6 349,178 54.5 2,102,391（2,041,434） 
 
（介護分）                                             （単位 世帯，％，人，千円） 

区  分 
7 割 軽 減 5 割 軽 減 2 割 軽 減 

世  帯  数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 世 帯 数 被保険者数 
実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 実 数 割合 

平成 30年度 42,274 28.8 45,802 26.7 20,367 13.9 24,460 14.2 16,062 10.9 19,433 11.3 
平成 29年度 42,998 27.9 46,538 25.6 21,139 13.7 25,580 14.1 17,192 11.1 20,958 11.5 
平成 28年度 44,197 26.9 48,065 24.5 22,461 13.7 27,437 14.0 18,489 11.3 22,844 11.7 

区  分 
計  

世  帯  数 被保険者数 
軽 減 額 

実 数 割合 実 数 割合 
平成 30年度 78,703 53.6 89,695 52.2 661,762（644,216） 
平成 29年度 81,329 52.7 93,076 51.2 693,441（654,479） 
平成 28年度 85,147 51.8 98,346 50.2 715,658（648,440） 

（注）1 市町国保（全被保険者分）のみの数値である。 
（注）2 軽減額の（  ）は，退職被保険者分を除いた数値である。 
（注）3 世帯数及び被保険者数は，4月 1日現在の数値による。 
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(4) 国庫補助の状況 
    保険料（税）とともに国保財政の主な財源となっているのは国庫支出金であり，平成 29年度歳入総

額に対する割合は 20.3％である。 

 
第 9表 国庫支出金の状況 

                                              （単位 千円） 
区  分 平成 29年度 平成 28年度 平成 27年度 

事 務 費 負 担 金 41,253 42,223 43,647 

療 養 給 付 費 等 負 担 金 49,652,223 52,082,114 54,329,251 

高額医療費共同事業負担金 1,825,764 2,118,229 1,817,460 

特 定 健 康 診 査 等 負 担 金 297,485 284,547 279,499 

普 通 調 整 交 付 金 12,452,226 12,993,944 13,350,287 

特 別 調 整 交 付 金 5,051,038 4,625,354 5,226,641 

出 産 育 児 一 時 金 等 補 助 金 372,528 134,735 63,544 

特 別 対 策 費 補 助 金 0 3,133 0 

計 69,692,517 72,284,279 75,110,329 

（注）広島市，福山市を含む。 

 

(5) 保険者の実地指導等 
    国民健康保険事業の適正な運営を図るため，保険者の実地指導等を随時行い，事業運営の健全化に

努める。（平成 29 年度においては，平成 30 年度からの国保県単位化に向けて，事務処理方法の統一に

係る協議・検討に集中する観点で，実地指導の実施を見送った。また，平成 30 年度については，７月

の豪雨災害の影響，保険者の負担軽減等を考慮し一般指導を６団体のみに実施した。） 
 
              第 10 表 保険者等の実地指導の状況 
                                    （単位 団体） 

区  分 一 般 指 導 特 別 指 導 
平成 30年度 6 0 
平成 29年度 0 0 
平成 28年度 12 8 

               
              第 11 表 国民健康保険直営診療施設の決算状況 

ア 病院                                      （単位 会計，千円） 

区  分 会計数 
損 益 の 状 況 

未処理 
欠損金 

不 良 
債務額 

未処理 
利 益 
剰余金 

会計数 
当年度 
純利益 

会計数 
当年度 
純損失 

平成 29年度 8 4 175,732 4 210,244 1,952,049      0 1,998,687 

平成 28年度 8 5 263,246 3 270,058 1,600,929      0 1,937,382 

平成 27年度 8 8 638,198  0 0 1,631,981      0 1,629,396 

 
イ 診療所                               （単位 会計，千円） 

区  分 会 計 数 
黒  字 赤  字 

会 計 数 黒 字 額 会 計 数 赤 字 額 

平成 29年度 13 9 74,946 4 22,288 

平成 28年度 13 10 73,025 3 5,914 

平成 27年度 13 11   93,133 2 3,897 

 
(6) 保険医療機関等の指導監査 
    各種医療保険における療養の給付を取扱う保険医療機関等について，保険診療の適正化を期すため，

医療担当者を対象とした個別指導及び集団指導並びに保険医療機関等に対する指導監査を中国四国厚
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生局と連携して実施する。

第 12表 平成 30年度保険医療機関等指導監査件数及び返還金処理状況
（単位 機関，円）

区  分 
機 関 数 

返還金額 説  明
監 査 個別指導 集団指導 

医   科 0 76 416 223,951,878 

国民健康保険法，高齢者の医
療の確保に関する法律，生活
保護法の医療に関するもの
など

歯   科 1 52 297 9,694,195 
薬   局 0 86 317 2,956,375 
訪 問 看 護 0 0 44 0 
柔 道 整 復 0 2 85 0 

計 1 216 1,159 236,602,448 

(7) 国保事業等の推進（予算額 2,166千円）

適正かつ安定的な国保事業等の運営が図られるよう，保険者に対する助言・指導を行う。（昭和 63

年度創設） 

(8) 国民健康保険事業状況データ作成（予算額 2,726千円）

事業状況等のデータ作成業務を広島県国民健康保険団体連合会に委託して実施する。（昭和 63 年度

創設） 

(9) 市町国保財政助成事業（予算額 8,327,004千円）

市町に対し，保険基盤安定制度に対する助成を行う。（昭和 63年度創設）

第 13表 市町国保財政助成事業の状況
（単位 千円）

事 業 名 内  容 
令和元年度
（予定） 

平成 30年度 平成 29年度 

保険基盤安定負担金 負担割合 

（保険料（税）軽減分） 
県 3/4,市町 1/4 

（保険者支援分） 
国 1/2，県 1/4，市町 1/4 

8,327,004 8,321,130 8,371,525 

高 額 医 療 費

共 同 事 業 負 担 金
負担割合 国 1/4，県 1/4，市町 1/2 ― ― 1,498,660 

（注）広島市，福山市を含む。

(10) 国民健康保険事業費特別会計繰出金事業（予算額 14,656,393 千円）

平成 30年度から，県が国民健康保険の保険者として財政運営の責任主体となったことに伴い設置・

運営している特別会計に対し，一般会計から県が負担する費用分の繰出を行う。（平成 30年度創設） 

第 14表 国民健康保険事業費特別会計繰出金事業の状況
（単位：千円）

内 容 負担割合 
令和元度 
（予定） 

平成 30年度 平成 29年度

高額医療費

負担金繰入金

市町国保のレセプト 1 件当たり
80 万円を超過する医療費の一定
割合を負担 

国 ：1/4 
県 ：1/4 
市町：1/2 

1,490,996 1,715,173 1,498,660 

都道府県繰入金  市町国保給付費等の９％を負担 
国 ：41/100 
県 ： 9/100 

12,808,695 12,201,380 12,283,231 

特 定 健 康 診 査 等
負担金繰入金  

市町国保が実施する特定健康診
査・特定保健指導に要する経費の
一部を負担 

国 ：1/3 
県 ：1/3 
市町：1/3 

350,200 269,207 284,911 

その他繰入金  
保険者事務に係る総務費，運営協
議会費等の経費を負担 

県：10/10 6,502 3,633 － 

（注）１ 広島市，福山市を含む。

（注）２ 平成 29 年度は市町に助成した実績。 
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(11) 広島県国民健康保険審査会の運営（予算額 243千円） 

市町等が行った行政処分に対する審査請求の審理・裁決を行う第三者機関として設置している広島

県国民健康保険審査会を運営する。 

 
第 15表 審査請求の状況 

                               （単位 件） 
年  度 裁決件数 審  理  結  果 

平成 30年度 5 （一部認容）1件，（棄却）3件，（却下）1件 

平成 29年度 3 （棄却）1件，（却下）2件 

平成 28年度 0 ― 

 

(12) 国民健康保険事業費特別会計（予算額 244,258,286千円） 

平成 30 年度から，県が国民健康保険の保険者として財政運営の責任主体となったことに伴い，

国民健康保険法第 10条に基づき，特別会計を設置・運営する。（平成 30年度創設） 

 

２ 後期高齢者医療制度 

平成 20 年度から 75 歳以上の高齢者（65 歳～74 歳の一定程度の障害のある者を含む。）を対象とした

新たな医療保険制度が開始された。 

この制度は，全ての市町が参加する後期高齢者医療広域連合が運営主体となり，保険料の決定，医    

療の給付等を行う。 

(1) 後期高齢者医療に係る医療給付費の負担（予算額 33,985,861千円） 

   高齢者の健康保持と適切な医療の確保を図るため，後期高齢者医療広域連合が実施する法による医

療等に要する費用（一定以上所得者に係る医療等に要する費用を除く。）の一部（12分の 1）を負担す

る。（平成 20年度創設） 

ア 対象者 

      75歳以上の人及び 65歳以上 75歳未満で後期高齢者医療広域連合の障害認定を受けている人 

    イ 医療費の自己負担割合 

      一般の人は 1割，現役並み所得者は 3割 

    ウ 保険料 

      平成 30～31 年度の年間保険料は，均等割額（被保険者全員が均等に負担）45,500 円と所得割額

（（総所得金額等－基礎控除）×所得割率 8.76％）の合計となる。 

なお，所得の低い人は，世帯の所得に応じて均等割額が軽減される。 

 

第 16表 後期高齢者医療県負担金給付状況 
(単位 人，千円) 

区  分 
受 給 者 数 

(A) 

後 期 高 齢 者 
医 療 給 付 費 

 (B) 

(B) の う ち 
県 費 負 担 額 

1人当たり給付費 
(B)／(A)円 

令和元年度(予定) 421,190 431,012,921 33,985,861 1,023,322 

平成 30年度 409,585 394,402,823 31,437,266 962,933 

平成 29年度 399,410 386,818,463 31,426,400 968,475 
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(2) 後期高齢者医療助成事業（予算額 7,067,353千円） 

    後期高齢者広域連合の財政安定化を図るため，第 17表のとおり事業を実施する。（平成 20年度創設） 

 
 

第 17表 後期高齢者医療助成状況 
(単位 千円) 

区  分 事 業 内 容 負担割合 
令和元年度 
（予定） 

平成 30年度 平成 29年度 

保険基盤安定負担金 
低所得世帯等の保険料（均等割）の
軽減措置分を補填 

県 ：3/4 
市町：1/4 

5,363,851 5,225,137 4,982,692 

高額医療費  
負  担  金 

高額な医療費による広域連合の財政
リスクを緩和するため，レセプト 1
件当たり 80 万円を超過する医療費
の一定割合を補填 

国 ：1/4 
県 ：1/4 
広域連合：1/2 

1,703,301  1,693,027  1,485,078 

財政安定化  
基金繰入金  

広域連合の財政不足等に対する貸付
又は交付を行うため，県に「財政安
定化基金」を設置 

国 ：1/3 
県 ：1/3 
広域連合：1/3 

201 800 440 

財政安定化  
基 金 取 崩  

後期高齢者保険料の軽減を図るた
め，保険料収納額の減等による財源
不足に対し，基金を取り崩し，広域
連合に交付 

県：10/10 0  0  0 

 
(3) 後期高齢者医療財政安定化基金の運営（平成 30年度末基金額 4,007,897 千円） 

後期高齢者医療広域連合の財政の安定化を図るため，給付の見込み誤りや保険料の未納による財源

不足等に対し，県に設置している後期高齢者医療財政安定化基金から，貸付又は交付を行う。（平成

20年度創設） 

 

第 18表 後期高齢者医療財政安定化基金の運営状況 
（単位 千円） 

区  分 積 立 額 貸付・交付額 摘  要 

平成 30年度 800 0 負担割合 国 1／3，県 1／3， 
     広域連合 1／3 
（平成 30年度は運用益のみ） 

平成 29年度 440 0 

平成 28年度 399 0 

 

(4) 広島県後期高齢者医療審査会の運営（予算額 242千円） 

広島県後期高齢者医療広域連合及び市町が行った行政処分に対する審査請求の審理・裁決を行う第

三者機関として設置している広島県後期高齢者医療審査会を運営する。 

 
第 19表 審査請求の状況 

                              （単位 件） 
年  度 裁決件数 審  理  結  果 

平成 30年度 0  

平成 29年度 2 （棄却）2件 

平成 28年度 2 （棄却）1件，（却下）1件 

 

３ 医療費適正化の推進 

本県における医療費の適正化を図るため，「第 3期広島県医療費適正化計画」（計画期間：平成 30年度

～令和５年度）に基づき，「県民の健康づくりに向けた取組」及び「適正受診の推進」等の施策を計画的

に推進する。 

(1) 医療費適正化計画検討委員会の開催等（予算額 1,548千円） 
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平成 29 年度に策定した「第 3 期広島県医療費適正化計画」（計画期間：平成 30 年度～令和５年度）

について，施策の取組状況や目標値の進捗状況の検証など，計画の進行管理を行う。 

(2) レセプト点検指導の実施（予算額 3,304 千円） 

レセプト点検調査事務の充実に取り組むため，市町の実地指導を行う。また，市町のレセプト点検

員等を対象とした研修会を実施する。 

 
第 20表 平成 30年度国民健康保険レセプト点検の実施状況  

区  分 内  容 

実 地 指 導 10市町 

 

第 21表 平成 30年度研修会実施状況 
 

区  分 内  容 回  数 

レセプト点検員研修 レセプト点検の事例研究等について 3回 

 

(3)  【新】 後発医薬品使用促進事業（予算額 8,811千円） 

後発医薬品の使用促進が図られるよう，普及啓発活動を行う。（平成 30年度創設） 
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